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重層的支援体制整備事業について（イメージ）

○ 相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業において包括的に相談を受け止める。受け止めた相談のうち、複雑化・複合化した事例
については多機関協働事業につなぎ、課題の解きほぐしや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑な連携のもとで支援できるようにする。

○ なお、長期にわたりひきこもりの状態にある人など、自ら支援につながることが難しい人の場合には、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業により本
人との関係性の構築に向けて支援をする。

○ 相談者の中で、社会との関係性が希薄化しており、参加に向けた支援が必要な人には参加支援事業を利用し、本人のニーズと地域資源の間を調整する。
○ このほか、地域づくり事業を通じて住民同士のケア・支え合う関係性を育むほか、他事業と相まって地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止をめ
ざす。

○ 以上の各事業が相互に重なり合いながら、市町村全体の体制として本人に寄り添い、伴走する支援体制を構築していく。
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重層的支援体制整備事業の支援フロー（イメージ）

包括的相談支援事業 アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

参加支援事業

相談の受け止め
・ 地域包括支援センター
・ 基幹相談支援センター等
・ 利用者支援事業の実施機関
・ 生活困窮者自立相談支援機関
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• 課題が複雑化・複合化した事例等に関し
て、 関係者や関係機関の役割を整理、
支援の方向性を示す

支
援
の
実
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プ
ラ
ン
実
行

複雑化・複合化した事例

＜狭間のニーズへの対応の具体例＞

就労支援 見守り等居住支援

多機関協働事業

終
結• 本人のニーズを丁寧にアセスメン

トしたうえで、社会とのつながりを
作るための支援を行う。

○ 相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業において包括的に相談を受け止める。
○ 包括的相談支援事業が受け止めた相談のうち、単独の支援関係機関では対応が難しい複雑化・複合化した事例は多機関協働事業につなぐ。
○ 多機関協働事業は、各支援関係機関の役割分担や支援の方向性を定めたプランを作成し重層的支援会議に諮る。
○ 重層的支援会議を通じて、関係機関間で支援の方向性にかかる合意形成を図りながら、支援に向けた円滑なネットワークをつくることを目指す。
○ また、必要に応じてアウトリーチ等を通じた継続的支援事業や参加支援事業につないでいく。

• プランの適切性
の協議

• プランの共有

• プラン終結時等
の評価

• 社会資源の充足
状況の把握と開
発に向けた検討

重層的支援会議

※ 重層的支援会議で検討した結果、包括的相談支援事業が引き続き主担当として支援すべき案件であるとなった場合には、包括的相談支援事業に戻すこともある。
※ アウトリーチ等事業は支援の性質上、多機関協働事業が関わる前から支援を開始することもある。

相談者の発見や情報提供

• 地域住民
• 各種会議からの
情報

• 支援関係機関
• 他分野の連携
機関
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多機関協働事業とは （社会福祉法第106条の４第２項第５号）

○ 市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する

多機関協働事業は、重層的支援体制整備事業に関わる関係者の

連携の円滑化を進めるなど、既存の相談支援機関をサポートし、

市町村における包括的な支援体制を構築できるよう支援する。

○ 重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす

重層的支援体制整備事業の支援の進捗状況等を把握し、必要が

あれば既存の相談支援機関の専門職に助言を行うなど、市町村全

体の体制として伴走支援ができるように支援する。

○ 支援関係機関の役割分担を図る

単独の支援機関では対応が難しい複雑化・複合化した事例の調

整役を担い、支援関係機関の役割分担や支援の方向性を定める。

※支援プランの作成（社会福祉法第106条の４第２項第６号）は、多

機関協働事業と一体的に実施。

多機関協働事業の目的

多機関協働事業の基本的な役割

・複合化、複雑化したニーズを有する等、支
援関係機関等による役割分担を行うことが
望ましい事例について、相談を受け付け、
支援を行う。
・原則として本人に相談受付申込票を記入し
てもらい申込（本人同意）を得る。

相談受付

アセスメント

プラン作成

支援の実施

終結

• 多機関協働事業者は支援関係機関等からつながれた、複雑化・複

合化した支援ニーズを有する事例等に対して支援する。

• 支援関係機関の抱える課題の把握、役割分担、支援の方向性の整

理といった事例全体の調整機能を果たすなど、主に支援者を支援

する役割を担う。

包括的支援事業者等に必要な情報収集を依頼
し、収集した情報をもとにインテーク・アセ
スメントシートにまとめる

アセスメントの結果を踏まえ、支援関係機関
の役割分担や、支援の目標・方向性を整理し
たプランを作成する。

プランに基づき、支援関係機関がチーム一体
となって必要な支援を行う。

多機関協働事業の事業内容（概略）

包括的相談支援事業者などからのつなぎ

本人や世帯の課題が整理され、支援の見通し
がつき、支援機関の役割分担の合意形成がで
きた段階で、一旦、多機関協働事業者の関わ
りは終結する。
（終結後に支援の主担当を設定し、伴走支援する
体制を確保）

※ アセスメント、プラン作成、支援の実施、終結の判断等につい

ては、重層的支援会議において関係機関と議論した上で決定する。

※

※

※
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連携の展開過程
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連携する際のポイント
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重層的支援会議と支援会議の違いについて

 支援会議は、会議の構成員に対する守秘義務を設け、構成員同士が安心して潜在的な課題
を抱える人に関する情報の共有等を行うことを可能とすることにより、地域において関係機関
等がそれぞれ把握していながらも支援が届いていない個々の事案の情報の共有や地域にお
ける必要な支援体制の検討を円滑にするものである。

 支援会議の構成員の役割は、次のとおり。
・ 気になる事案の情報提供・情報共有
・ 見守りと支援方針の理解
・ 緊急性がある事案への対応

 支援会議は、支援する側の事務を円滑に行うために開催するものではない。あくまで潜在的な
相談者に支援を届けるために行うものであり、とりわけ、自ら支援を求めることが困難な人や
支援が必要な状況にあるにも関わらず支援ができていない人へ支援を行うために開催するも
のである。

支援会議（第106条の６）

重層的支援会議

 重層的支援会議は、重層的支援体制整備事業の中で規定される会議であり、関係機関との
情報共有にかかる本人同意を得たケースに関して、当該ケースのプランを共有したり、プラン
の適切性を協議するところである。

 具体的には、主に次の４つの役割を果たすものである。

・ プランの適切性の協議
・ 支援提供者によるプランの共有
・ プラン終結時等の評価
・ 社会資源の充足状況の把握と開発にむけた検討
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個々のニーズに対応する社会資源が不足していることを

把握した場合には、地域の課題として位置づけ、社会資源

の開発に向けた取り組みを検討する。

※ 重層的支援会議の中で十分な検討が困難な場合も考えられる

ため、重層的支援会議においては、課題の整理や認識の共有にと

どめ、社会資源の開発は別に協議の場を設けることも考えられる。

重層的支援会議について

地域包括
センター

多機関
協働

障害者
相談事業

利用者
支援事業

生活困窮
相談事業

その他の
関係機関

本人の同意に基づく情報共有

構成機関外の

関係機関等

個別ケースに応じ関
係する機関等に参

画を要請

支援関係機関への
情報提供

支援関係機関から
の情報収集

プランの
協議

本人同意の範囲で
情報のやりとり

プランの
共有等

プランの
共有等

重層的
支援会議

重層的支援会議重層的支援会議は、重層的支援体制整備事業による支援が

適切かつ円滑に実施されるために開催するものであり、次の

３つの役割を果たす。

重層的支援会議の目的・役割

プランの適切性の協議

多機関協働事業が作成したプラン終結時（参加支援事業、

アウトリーチ等継続支援事業が作成したプランも含む）に

おいて、支援の経過と成果を評価し、支援関係機関の支援

を終結するかどうか検討する。

プラン終結時の評価

多機関協働事業が作成したプラン（参加支援事業、アウ

トリーチ等継続支援事業が作成したプランも含む）につい

て、市町村・支援関係機関が参加して、合議のもとで適切

性を判断する。

社会資源の把握と開発に向けた検討

【個人情報の取扱】

重層的支援会議においては、相談者本人に対する具体的な支

援の提供方法等について協議するものであることから、協議の

対象となるケースについては、個人情報について関係機関との

共有を図ることについて本人同意を得ることとする。 10



重層的支援会議の開催方法等

重層的支援会議の開催方法

• 重層的支援会議は、多機関協働事業者が主催する。

（多機関協働事業を民間団体に委託している場合、市町村は

支援関係機関の招集等を円滑に行うために必要な協力を行う。）

• 重層的支援会議は、会議の役割、検討件数や事例の内容に

応じて、定期開催、随時開催、それらを併用した開催が考

えられる。

• 生活困窮者自立支援制度の支援調整会議、介護保険法に基

づく地域ケア会議、障害者総合支援法に基づく自立支援協

議会など既存の会議体と組み合わせるなど、効果的・効率

的に実施する。

重層的支援会議の参加者

• 多機関協働事業者

• 市町村職員

• 包括的相談支援事業者

• アウトリーチ等継続支援事業事業者

• 参加支援事業者

• その他、事例の内容に応じて、関係する支援機関

（生活保護の実施機関、就労等の支援機関、学校や教育委員会など）

※ 重層的支援会議への参加が本人にとって有益な場合には、本人

の参加も考えられる。

会議開催のタイミング・内容

重層的支援会議は、以下のタイミングでは必ず開催する。

このほか、支援の進捗状況の把握やモニタリングのタイミ

ングなど、支援を円滑に進めるために必要な場合に適切に開

催する。

プラン策定時

・アセスメント結果に基づく本人の目標、支援方針、プラ

ン内容

・各支援関係機関の役割分担

・モニタリングの時期の検討 等

再プラン策定時

・本人の状況変化の確認、評価

・現プラン評価

・再プランの内容の確認

支援終結の判断時

・本人の目標達成状況の確認、評価

・支援終結の評価、フォローアップの必要性やその方法の

確認

支援中断の決定時

・本人との連絡が完全に取れなくなった場合等における支

援の中断
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支援会議（法106条の６）の設置の背景

○ これまでの複雑化・複合化した課題を抱える地域住民に対する支援については、関係者間での会議体が法定されていないことから情

報共有が進まず、深刻な課題の状態を見過ごしてしまったり、予防的な措置を取ることが困難であったりすることが問題視されてきた。

○ このため、重層的支援体制整備事業では支援会議を法定し、会議体の構成員に対して守秘義務をかけることによって、支援関係者間

の積極的な情報交換や連携ができるようにした。

○ 関係機関がそれぞれ把握している複雑化・複合化した課題が疑われ
るようなケースの情報共有や支援に係る地域資源のあり方等の検討
を行う

○ 守秘義務の設定

○ 支援における情報共有は本人同意が原則

・ 本人の同意が得られないために支援に当たって連携すべき庁内の関係
部局・関係機関との間で情報の共有や連携を図ることができない事案

・ 同一世帯の様々な人がそれぞれ異なる課題を抱え、それぞれ専門の相
談窓口や関係機関等で相談対応が行われているが、それが世帯全体の
課題として、支援に当たって連携すべき関係機関・関係者の間で把握
・共有されていない事案等の中には、世帯として状況を把握して初め
て課題の程度が把握できる事案がある。

支援会議における守秘義務各法における守秘義務

現行制度における課題 支援会議を設置した場合

・ 本人同意なしで、関係機関で気になっている複雑化・複合化した
課題が疑われるようなケースの情報共有が可能となる。

例 例
多機関協働

事業者

包括的相談

支援事業者

本人同意あり
→情報共有○

本人同意なし
→情報共有×

社会福祉

協議会

教育部局

参加支援

事業者等

多機関協働

事業者

包括的相談

支援事業者

本人同意あり
→情報共有○

本人同意なし
→情報共有〇

社会福祉

協議会

教育部局

参加支援

事業者等
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支援会議（法106条の6）における守秘義務の適用範囲

改正法に基づき情報
共有が可能な範囲
=罰則規定の適用範囲

支援会議

保健所

民生・児童
委員協議会

中学校
構成員の
所属機関

構成機関

守秘義務
（地方公務員法）

守秘義務
（民生委員法）

守秘義務
（保健師助産師看護師法）

構成機関外の

関係機関等

（資料又は情報提供等の協力依頼）

（資料等の提供）

第三者等へ漏らし
た場合は守秘義
務違反！！

1年以下の懲役
又は100万円以
下の罰金 支援会議からの協力依頼に基

づく情報等の提供は、個人情
報保護法や他の法令による守
秘義務に反することにならない。
※一方的な情報提供等ではな

く双方向の情報交換等が行わ
れる場合には、協力要請時に
構成員の委嘱を行うことが必
要。

検討ケースの
担任など適任

者

検討ケースの
地区担当保
健師など適任

者

（参考）守秘義務の適用範囲のイメージ図

①

③

②

Aさんって○○

なんですって
♪

(

団
体
へ
の
委
嘱※

)

(

参
加)

(

派
遣)

※ 団体と事前調整の上、団体に属する者を
一括して構成員として委嘱することも可能

① 支援会議においては、会議体の構成員に対して守秘義務をかけることで、本人の同意がとれないケースであっても、必要に応じて地域

における個々の複雑化・複合化した課題を抱える住民に関する人の情報共有が可能となる。

② 複雑化・複雑化・複合化した課題を抱える人に関する情報の交換等を行う必要がある場合は、関係機関等に対して「課題を抱える地域

住民に関する資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めること」が可能になる。

③ 支援会議の構成員が、正当な理由なく、支援会議の中で共有された個人情報等を支援会議の外へ漏えいさせるなど守秘義務に違反した

場合には、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処されることになる。

※ なお、支援会議においても、地方税法第22条により、地方公務員が業務上取り扱う一般的な個人情報より厳しい守秘義務が課せられている税務職員が有する納

税者等の情報を本人の同意なく共有することまでは想定していないことに留意が必要。
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支援会議（法106条の６）の実施について

支援会議の構成員支援会議の目的

 本人の同意が得られないために、支援関係機関等の

情報共有や役割分担が進まない事案、予防的・早期

の支援が必要にも関わらず体制整備が進まない事案

などに対して、必要な支援体制に関する検討を行う

ため、会議の構成員に守秘義務が課される支援会議

を設置する。

支援会議の内容

 構成員同士が潜在的な課題を抱える人に関する情報

の共有等を行うことを可能とし、支援関係機関がそ

れぞれ把握していながら支援が届いていない事例の

情報共有や、必要な支援体制の検討を行う。

 支援会議の構成員の役割は次のとおり。

• 気になる事例の情報提供・情報共有

• 見守りと支援方針の理解

• 緊急性がある事案への対応 等

 支援会議の構成員は次に掲げる者などが想定される。

• 自治体職員（福祉、就労、税務、住宅、教育等）

• 重層的支援体制整備事業の支援機関の支援員

• その他の支援関係機関の相談支援員

• サービス提供事業者

• 就労、教育、住宅その他の関係機関の職員

• 社会福祉協議会、民生・児童委員、地域住民など

※ 公的サービスの提供機関、介護や医療サービス提供事業者、ガ

ス・電気等の供給事業者、新聞配達所、郵便局など、住民の変化に

気づくことができると考えられる機関も構成員とすることも重要

 情報共有を行う対象者ごとにその関係者の範囲が異なるこ

とから、案件や開催時期等によって支援会議の構成員を変

えることも可能

※ 「支援会議の実施に関するガイドラインの策定について」（令和3年3月29日社援地0329第2号厚生労働省社会・援護局地域福祉課長通知）を参照
14



重層的支援会議は何のために行うのか ～会議のための会議にしないために

重層的支援会議は、どんな役割を持つのか？

困難事例の

検討

地域の

課題共有？

地域資源

の開発？
プランの検討

毎回、いい話し合いはできているけど、

実は、目的がよくわからない会議が続く。

目的を明確にすれば、その時々で会議の役割が見える

【最終目標】 生活課題を抱えたまま

孤立している人が地域にいない

Aさん、Bさんの生活課題

が緩和・解消される

支援における多機関協働時

の課題が見えない

地域に足りない資源を

作り出す・探し出す

会議の狙い・目的 会議の役割目
標
の
レ
ベ
ル
（
目
的-

手
段
軸
）

参加者がそれぞれイメージしている目的が異なると、毎回の議論は有意義だと感じていても、同じような議論が繰
り返され、次のステージに進まない停滞感が広がることも少なくない。

 「どのようにして地域の仕組みをアップグレードしていくのか」という目標の設定と、その過程をイメージすることが大切。

【出所】三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

「重層的支援体制整備事業に係る自治体等における円滑な実施を支援するためのツール等についての調査研究報告書」（2021）
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重層的支援会議は、チームとしての対応力向上につながる場

【出所】三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

「重層的支援体制整備事業に係る自治体等における円滑な実施を支援するためのツール等についての調査研究報告書」（2021）

重層的支援会議

【子ども】利用者支援事業

【高齢】地域包括支援センター

【障害】障害者相談事業

【生活困窮】生活困窮相談事業

その他の分野

うちでは荷が重い。
あそこならなんとか
してくれるだろう

困難事例だから
重層的支援会議に

頼もう

【子ども】利用者支援事業

【高齢】地域包括支援センター

【障害】障害者相談事業

【生活困窮】生活困窮相談事業

その他の分野

各分野では効果的に対応が難しいケースを重層的支援会議に持ち込み、関係機関との協働で対応にあたるも
のの、対応の主体は、あくまでも各分野の相談機関。

支援に関する経験やノウハウを共有し、それぞれの機関に持ち帰り、今後、同様のケースが生じたときの対応力
の向上につなげることが重要。各相談機関の対応力の向上につれ、会議を開催する必要性は低下していく。

重層的支援会議
実例への対応を通じ、

チームとしての
対応力の向上

を目指す

分野またぎだから
重層的支援会議に

お願いしよう
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• 重層的支援体制整備事業の全体像

• 多機関協働事業の概要

• 重層的支援会議と支援会議

• 最後に



複雑化・複合化した課題を抱える事例における支援に向けて
（現行の相談支援体制の対応状況を考えてみる）

 顕在化している「課題」、「困り事」への対応のみになっていないか

【出所】朝比奈ミカ 重層的支援体制整備事業人材養成研修 合同研修

地域共生社会の理念及び包括的支援体制構築の必要性②（多様な相談者像を踏まえた必要性の理解）



複雑化・複合化した課題を抱える事例における支援に向けて

 つながりにくい相談とどうつながるか

【出所】朝比奈ミカ 重層的支援体制整備事業人材養成研修 合同研修

地域共生社会の理念及び包括的支援体制構築の必要性②（多様な相談者像を踏まえた必要性の理解）



複雑化・複合化した課題を抱える事例における支援に向けて

 つながりにくい相談とどうつながるか

【出所】朝比奈ミカ 重層的支援体制整備事業人材養成研修 合同研修

地域共生社会の理念及び包括的支援体制構築の必要性②（多様な相談者像を踏まえた必要性の理解）



多機関協働事業者に求められている現場の視点、姿勢

 チームやネットワークを形成していく

【出所】朝比奈ミカ 重層的支援体制整備事業人材養成研修 合同研修

地域共生社会の理念及び包括的支援体制構築の必要性②（多様な相談者像を踏まえた必要性の理解）



多機関協働で、他につないでも「伴走」はつづく

多機関協働では、適切な
他団体や専門職につなぐ
ことが意識されるが、常に
伴走し、支援全体を俯瞰
している人も必要。

支援者・支援団体① （支援全体を俯瞰する人・組織）

支援者・支援団体②

ケースによっては、一時的に他
機関につないでも、その課題へ
の対応が終わった時、再び元の
支援者が伴走するよう「戻る」
仕組み（つなぎ・もどし）を
作っておくことも大切。

地域の「場」・社会参加

参加支援によって地域住
民とのつながりをつくること
で、支援が終結が終結し
ても
定期的な関わりを持つこ
とで伴走しつづける。

地域と専門職が定期的につながりながら、地域住民同士のゆるやかな見守
りの中で伴走が続いていく。

専門職による
定期的なつながり

＜地域住民＞
多くの伴走者

他団体が支援中も
全体を見ている。

支援を必要
とする人

支援を必要
とする人

支援を必要
とする人

支援を必要
とする人

【出所】三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社「重層的支援体制整備事業に係る自治体等における円滑な実施を支援するためのツール等についての調査研究報告書」（2021）



多機関協働事業に従事されている皆さんへ
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多機関協働事業

 多機関協働事業者は支援関係機関等からつながれた、複雑化・複合化した支援ニーズを有する事例等に対して

支援する。

 支援関係機関の抱える課題の把握、役割分担、支援の方向性の整理といった事例全体の調整機能を果たすなど、

主に支援者を支援する役割を担う。

 支援関係機関間の有機的な連携体制を構築し、当該連携体制の中で地域における地域生活課題等の共有を図る

ことを通じて、新たな福祉サービスその他社会参加に資する取組や支援手法の創出を図っていく。

配信方法 科目名 研修のポイント

オンデマンド 多機関協働事業と重層的支援会議の考え方 多機関協働事業と重層的支援会議の位置づけについて学ぶ

オンデマンド 連携のあり方②実践編 連携を強める方法と、重層的支援会議のもちかたについて学ぶ

オンデマンド 地域への働きかけ
支援事例の積み重ねによる地域課題の把握と、地域資源の開発
等に向けた取組について学ぶ

ライブ 多機関連携による支援のあり方
複雑化・複合化した課題を抱えるケースに対して多機関が協働
して支援にあたる意義や効果及びその手法について学ぶ

多機関協働事業者向け研修


